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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

 

回次
第65期
第２四半期
連結累計期間

第66期
第２四半期
連結累計期間

第65期

会計期間
自　平成23年４月１日
至　平成23年９月30日

自　平成24年４月１日
至　平成24年９月30日

自　平成23年４月１日
至　平成24年３月31日

売上高 (百万円) 6,456 9,056 16,311

経常利益 (百万円) 124 450 830

四半期(当期)純利益 (百万円) 40 243 345

四半期包括利益
又は包括利益

(百万円) △1 196 484

純資産額 (百万円) 6,041 6,621 6,528

総資産額 (百万円) 16,805 18,712 18,490

１株当たり四半期
(当期)純利益金額

(円) 1.97 11.85 16.78

潜在株式調整後
１株当たり四半期
(当期)純利益金額

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 36.0 35.4 35.3

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 1,977 693 2,151

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △64 △75 △129

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △899 △138 △998

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(百万円) 1,953 2,440 1,964

 

回次
第65期
第２四半期
連結会計期間

第66期
第２四半期
連結会計期間

 

会計期間
自　平成23年７月１日
至　平成23年９月30日

自　平成24年７月１日
至　平成24年９月30日

 

１株当たり
四半期純利益金額

(円) 0.31 5.96  

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載しており

ません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額については、潜在株式が存在しないため、記載しておりません。
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２ 【事業の内容】

当第２四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている事業の

内容に重要な変更はありません。

また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当第２四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のう

ち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した

「事業等のリスク」についての重要な変更はありません。

なお、重要事象等は存在しておりません。

 

 

２ 【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

 

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものでありま

す。

(1) 業績の状況

当第２四半期連結累計期間におけるわが国経済は、当初、東日本大震災の復興関連需要等を背景に緩やかに持

ち直し、生産や輸出も幾分改善しましたが、当該期間後半は、世界経済の減速を背景に、生産は減少、輸出は弱含

みとなり、景気は下振れに転じました。当社の業績を左右する国内向けの設備投資につきましては、世界経済の

減速や円高の長期化等によって持ち直し傾向にあった企業収益が頭打ちとなり、根強い設備過剰感と相まって、

低調に推移しました。化学機械装置関連業界につきましては、円高の長期化による価格競争力の低下に加え、世

界経済の減速が、製造拠点の海外シフトの流れを強めた反面、国内向け設備投資は低調に推移しました。原子力

機器関連業界につきましては、関西電力大飯原子力発電所の再稼働や夏期の電力利用制限要請が、原子力発電の

是非に関する世論を改めて喚起し、政府の「エネルギー・環境会議」において原子力発電依存度を低減する前

提での議論が進んだことから、全般的に停滞しました。

このような厳しい状況下、当社グループは、顧客の製造拠点の海外移転に伴う海外案件の受注に努めるととも

に、国内においては、設備投資意欲が旺盛な先進技術関連の顧客やコア事業の充実を図る顧客等への営業活動に

注力いたしました結果、当第２四半期連結累計期間における業績につきましては、受注高は10,011百万円と前年

同四半期に比べ 864百万円の増加（＋ 9.5％）、売上高は 9,056百万円と前年同四半期に比べ 2,600百万円の

増加（＋40.3％）となりました。

損益面につきましては、価格競争の激化等による原価率の上昇により、厳しい経営環境にありましたが、コス

ト管理を徹底し、工程管理に努めました結果、当第２四半期連結累計期間の営業利益は 446百万円と前年同四半

期に比べ 343百万円の増加（＋ 334.0％）、経常利益は 450百万円と前年同四半期に比べ 326百万円の増加

（＋ 263.4％）となり、その結果、四半期純利益 243百万円と前年同四半期に比べ 203百万円の増加（＋

501.3％）となりました。
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セグメントの業績を示すと、次のとおりであります。

①　エンジニアリング事業

化学機械装置の設計・製作・据付工事を行うエンジニアリング事業につきましては、円高の長期化や世界

経済の減速が、緩やかな持ち直し傾向にあった顧客企業各社の国内における設備投資計画の見直しや延期を

促したため、当事業は引き続き厳しい環境にありました。とりわけ単体機器の受注につきましては、厳しい価

格競争を強いられ、設備関連の受注につきましても、先進技術関連の「液晶関連設備」、「医薬関連設備」、

「医療機器製造設備」等の受注に努めましたが、顧客各社の慎重な景気判断や設備過剰感もあり厳しい結果

となりました。売上高につきましては、「医薬関連設備」および「医療機器製造設備」に関わる海外大型案件

への工事進行基準適用による売上計上が売上高増大に寄与いたしました。

以上の結果、受注高 3,854百万円と前年同四半期に比べ 1百万円の減少（△ 0.0％）、売上高 4,365百万円

と前年同四半期に比べ 1,887百万円の増加（＋76.1％）となり、セグメント利益（営業利益）72百万円と前

年同四半期に比べ 134百万円の増加（ ― ％）となりました。

②　化工機事業

化学機械装置の現地工事、メンテナンス業務を行う化工機事業につきましては、顧客企業の製造拠点の海外

シフトと国内向け設備投資および保全費用の抑制は、主として国内案件を請け負う当事業にとって、前年に引

き続き、厳しい受注環境にありました。この中で、コア事業の充実・発展を図る顧客へ積極的な営業活動を展

開し、複数の顧客から大型起業工事を受注することができました。また、繊維、食品、化学、非鉄等の顧客の工場

敷地内に当社従業員が常駐して、営業活動に注力し、定期的なメンテナンス・各種工事を受注いたしました。

以上の結果、受注高 3,539百万円と前年同四半期に比べ 539百万円の増加（＋18.0％）、売上高 2,705百万

円と前年同四半期に比べ43百万円の増加（＋ 1.6％）となり、セグメント利益（営業利益） 335百万円と前

年同四半期に比べ 226百万円の増加（＋ 209.8％）となりました。

③　エネルギー・環境事業

原子力機器の設計・製作・設置工事を行うエネルギー・環境事業につきましては、原子力規制庁の発足の

遅れ、政府の「エネルギー・環境会議」の原子力発電依存度を低減する方向性の明示により、引き続き、厳し

い環境となりました。この中で、核燃料サイクル政策の続行からウランプルトニウム混合酸化物燃料（ＭＯＸ

燃料）製造施設の建設再開に向け品質の確保に努める一方、原子力関連設備としての電気ボイラーを化学プ

ラント設備として納入する等の新たな展開に注力いたしました。

以上の結果、受注高 2,618百万円と前年同四半期に比べ 327百万円の増加（＋14.3％）、売上高 1,985百万

円と前年同四半期に比べ 669百万円の増加（＋50.9％）となり、セグメント利益（営業利益）38百万円と前

年同四半期に比べ17百万円の減少（△31.7％）となりました。

 

なお、当社グループは、通常の営業形態として、年度末に完成する工事の割合が大きいため、各四半期の生産、

受注及び販売の状況の間に著しい相違があり、四半期毎の業績に季節的変動があります。
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(2) キャッシュ・フローの状況

当第２四半期連結累計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、営業活動により 693百

万円増加、投資活動により75百万円減少、財務活動により 138百万円減少したこと等により、当第２四半期連結

累計期間期首に比べ 476百万円増加(前年同四半期末比 487百万円増加)し、当第２四半期連結会計期間末には

2,440百万円となりました。

①　営業活動によるキャッシュ・フロー

当第２四半期連結累計期間において営業活動により資金は 693百万円増加し、前年同四半期に比べ 1,283

百万円流入が減少致しました。主な要因は、売上債権の減少が小さくなった、つまり、前年同期に比し、回収が

少なかったことであります。

②　投資活動によるキャッシュ・フロー

当第２四半期連結累計期間において投資活動により資金は75百万円減少し、前年同四半期に比べ 11百万円

流出が増加致しました。主な要因は、定期預金の預入による支出であります。

③　財務活動によるキャッシュ・フロー

当第２四半期連結累計期間において財務活動により資金は 138百万円減少し、前年同四半期に比べ 761百

万円流出が減少致しました。主な要因は、短期借入金の増減がなかった、つまり、短期借入金の返済支出が純額

ベースでは生じなかったことであります。

 

 

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期連結累計期間において、当連結会社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新

たに生じた課題はありません。

なお、当社は財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針を定めており、その内容等 

（会社法施行規則第118条3号に掲げる事項）は次のとおりであります。
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①　基本方針の内容（概要）

当社取締役会は、上場会社として当社株式の自由な売買を認める以上、特定の者の大規模な買付行為に応じ

て当社株式の売却を行うか否かは、最終的には当社株式を保有する当社株主の皆様の判断に委ねられるべき

ものであると考えます。

しかし、化学機器及びプラント等の総合メーカーである当社の経営においては、当社グループの有形無形の

経営資源、将来を見据えた施策の潜在的効果、当社グループに与えられた社会的な使命、それら当社グループ

の企業価値ひいては株主共同の利益を構成する要素等への理解が不可欠です。これらを継続的に維持、向上さ

せていくためには、当社グループの企業価値の源泉である、(ⅰ)80余年にわたる豊富な知見と実績及び高度な

品質とその管理体制に裏付けられた開発・技術の基盤、(ⅱ)わが国の多岐にわたる産業分野における多くの

著名企業等を取引先とする顧客・営業基盤、(ⅲ)開発・技術基盤、顧客・営業基盤、品質管理を機能別に維持

・拡充していく業務遂行の組織基盤を基軸とした中長期的な視野を持った経営的な取組みが必要不可欠であ

ると考えております。当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者によりこうした中長期的視点に立った

施策が実行されない場合、当社グループの企業価値ひいては株主共同の利益や当社グループに関わるすべて

のステークホルダーの利益は毀損されることになる可能性があります。

当社は、当社株式の適正な価値を株主及び投資家の皆様にご理解いただくよう努めておりますものの、突然

大規模な買付行為がなされたときに、買付者の提示する当社株式の取得対価が妥当かどうか等買付者による

大規模な買付行為の是非を株主の皆様が短期間の内に適切に判断するためには、買付者及び当社取締役会の

双方から適切かつ十分な情報が提供されることが不可欠です。さらに、当社株式の継続保有をお考えの株主の

皆様にとっても、かかる買付行為が当社グループに与える影響や、買付者が考える当社グループの経営に参画

したときの経営方針、事業計画の内容、当該買付行為に対する当社取締役会の意見等の情報は、当社株式の継

続保有を検討するうえで重要な判断材料となると考えます。

②　基本方針実現のための取組み

イ．基本方針の実現に資する特別な取組み（概要）

当社では、さらなる企業価値向上に向け、エンジニアリング事業、化工機事業、エネルギー・環境事業の３

事業の全部門において、従来品の品質改良、価格競争力の向上、環境問題への対応、新製品の開発を進め、国

内及び海外市場において、安定的な受注高・売上高を確保するとともに、顧客信頼基盤の向上と財務体質強

化を、引き続き、推進してまいります。

その基本方針につきましては、次の通り規定しております。

1)　当社の企業価値の源泉である開発・技術、顧客・営業、組織の各基盤のあるべき姿を考慮のうえ行動

し、当社経営内容の充実化を図り、活力と実行力のあるエンジニアリングメーカーを目指す。

2)　当社の得意とする技術分野において、さらに磨きをかけ、他の追随を許さないOnly One企業を目指す。
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この基本方針に基づく重点課題は、(a) 既存各営業品目に関し、営業活動及び体制強化の推進、(b) 成長

分野、高付加価値製品分野への技術・営業開発、(c) 技術革新と独自商品開発、(d) コストダウンとミス・

クレームの撲滅、(e) 品質、納期、安全の維持・向上であり、全社一丸となって取り組むことにより、企業価

値の向上に努めてまいります。

また、当社は、企業価値及び株主共同の利益を向上させ、企業の社会的責任を果たすために、コーポレート

・ガバナンスの強化を経営の最重要課題の一つと位置づけ、迅速・正確かつ透明・適正な経営の実現に努

めております。そのための監督・監査機能としては、東京証券取引所及び大阪証券取引所の定める独立性の

基準を満たす社外取締役１名及び社外監査役２名を選任し、すべての社外役員を独立役員に指定して、両取

引所に届け出ていること、取締役の経営責任を明確にするためその任期を１年としていること、経営の効率

化・意思決定の迅速化と業務執行体制の強化を図ることを目的として執行役員制度を導入していること等

が挙げられます。

ロ．基本方針に照らして不適切な者が支配を獲得することを防止するための取組み（概要）

当社は、平成23年５月27日開催の当社取締役会において、①で述べた会社支配に関する基本方針に照ら

し、「大規模買付行為への対応方針」（以下「本対応方針」といいます。）として継続することを決議し、

平成23年６月24日開催の第64期定時株主総会において本対応方針について承認を得ております。

本対応方針は、(ⅰ)特定株主グループの議決権割合を20％以上とすることを目的とする当社株券等の買

付行為、又は(ⅱ)結果として特定株主グループの議決権割合が20％以上となる当社株券等の買付行為（以

下かかる買付行為を「大規模買付行為」といい、かかる買付行為を行う者を「大規模買付者」といいま

す。）が行われる場合に、大規模買付者が当社取締役会に対して大規模買付行為に関する必要かつ十分な情

報を事前に提供し、かつ当社取締役会のための一定の評価期間が経過し、取締役会又は株主総会による対抗

措置の発動・不発動の決議後にのみ大規模買付行為を開始する、という大規模買付ルールの順守を大規模

買付者に求める一方で、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を著しく損なう大規模買付行為を新株予

約権の無償割当て等を利用することにより抑止し、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を向上させる

ことを目的とするものです。

大規模買付行為が行われる場合、まず、大規模買付者には、当社取締役会宛に大規模買付者及び大規模買

付行為の概要並びに大規模買付ルールに従う旨が記載された意向表明書を提出することを求めます。さら

に、大規模買付者には、当社取締役会が当該意向表明書受領後10営業日以内に交付する必要情報リストに基

づき株主の皆様の判断並びに当社取締役会及び独立委員会の意見形成のために必要な情報の提供を求めま

す。

次に、大規模買付行為の評価等の難易度に応じ、大規模買付者が当社取締役会に対し前述の必要情報の提

供を完了した後、60日間又は90日間（最長30日間の延長がありえます。）を当社取締役会による評価、検討、

交渉、意見形成、代替案立案のための期間とし、当社取締役会は、当該期間内に、外部専門家等の助言を受け

ながら、大規模買付者から提供された情報を十分に評価・検討し、後述の独立委員会の勧告を最大限尊重し

た上で、当社取締役会としての意見を取りまとめて公表します。
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当社取締役会は、本対応方針を適正に運用し、当社取締役会による恣意的な判断を防止するための諮問機

関として、当社の業務執行を行う経営陣から独立している当社社外取締役、当社社外監査役及び社外有識者

の中から選任された委員からなる独立委員会を設置し、大規模買付者が大規模買付ルールを順守しないた

め対抗措置を発動すべきか否か、大規模買付行為が当社の企業価値ひいては株主共同の利益を著しく損な

うと認められるため対抗措置を発動すべきか否か等の本対応方針に係る重要な判断に際しては、独立委員

会に諮問することとします。独立委員会は、対抗措置の発動もしくは不発動の勧告又は対抗措置の発動の可

否につき株主総会に諮るべきである旨の勧告を当社取締役会に対し行います。

当社取締役会は、前述の独立委員会の勧告を最大限尊重し、対抗措置の発動もしくは不発動の決議又は株

主総会招集の決議その他必要な決議を行います。対抗措置の発動の可否につき株主総会において株主の皆

様にお諮りする場合には、株主総会招集の決議の日より最長60日間以内に当社株主総会を開催することと

します。対抗措置として新株予約権の無償割当てを実施する場合には、新株予約権者は、当社取締役会が定

めた１円以上の額を払い込むことにより新株予約権を行使し、当社普通株式を取得することができるもの

とし、当該新株予約権には、大規模買付者等による権利行使が認められないという行使条件や当社が大規模

買付者等以外の者から当社株式と引換えに新株予約権を取得することができる旨の取得条項等を付すこと

があるものとします。また、当社取締役会は、取締役会又は株主総会が対抗措置を発動することを決定した

後も、対抗措置の発動が適切でないと判断した場合には、独立委員会の勧告を最大限尊重した上で、対抗措

置の発動の停止又は変更を行うことがあります。当社取締役会は、前述の決議を行った場合は、適時適切に

情報開示を行います。

本対応方針の有効期限は、平成23年６月24日開催の第64期定時株主総会の日から３年以内に終了する事

業年度のうち最終のものに関する定時株主総会終結の時までとします。なお、本対応方針の有効期間中で

あっても、企業価値ひいては株主共同の利益の向上の観点から、関係法令の整備や、金融商品取引所が定め

る上場制度の整備等を踏まえ随時見直しを行い、本対応方針の変更を行うことがあります。

③　具体的取組みに対する当社取締役会の判断及びその理由

②イに記載した当社の財産の有効な活用、適切な企業集団の形成その他の会社支配に関する基本方針の実

現に資する特別な取組みは、②イに記載した通り、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を向上させるため

の具体的方策であり、当社の会社役員の地位の維持を目的とするものではなく、当社の基本方針に沿うもので

す。

また、②ロに記載した本対応方針も、②ロに記載した通り、企業価値ひいては株主共同の利益を向上させる

ために継続されたものであり、当社の会社役員の地位の維持を目的とするものではなく、当社の基本方針に沿

うものです。特に、本対応方針は、当社取締役会から独立した組織として独立委員会を設置し、対抗措置の発動

又は不発動の判断の際には取締役会はこれに必ず諮問することとなっていること、必要に応じて対抗措置発

動の可否について株主総会に諮ることとなっていること、本対応方針の有効期間は３年であり、その継続につ

いては株主の皆様のご承認をいただくこととなっていること等その内容において公正性・客観性が担保され

る工夫がなされている点において、企業価値ひいては株主共同の利益に資するものであって、当社の会社役員

の地位の維持を目的とするものではありません。
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(4) 研究開発活動

当第２四半期連結累計期間の研究開発費の総額は28百万円であります。

なお、当第２四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発の状況に重要な変更はありません。

 

EDINET提出書類

木村化工機株式会社(E01546)

四半期報告書

10/28



第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 82,400,000

計 82,400,000

 

② 【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成24年９月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成24年11月14日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 20,600,00020,600,000

東京証券取引所
(市場第一部)
大阪証券取引所
(市場第一部)

単元株式数 100株

計 20,600,00020,600,000― ―

 

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成24年９月30日 ― 20,600 ― 1,030 ― 103
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(6) 【大株主の状況】

平成24年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

東レ株式会社 東京都中央区日本橋室町２－１－１ 997 4.84

木村化工機関連グループ持株会 兵庫県尼崎市杭瀬寺島２－１－２ 819 3.98

STATE STREET BANK AND TRUST
COMPANY 505041
(常任代理人 株式会社みずほ
コーポレート銀行 決済営業部)

12 NICHOLAS LANE
LONDON　EC4N 7BN　U.K.
 
(東京都中央区日本橋兜町６－７)

730 3.54

株式会社　奥村組 大阪市阿倍野区松崎町２－２－２ 619 3.01

日本生命保険相互会社
東京都千代田区丸の内１－６－６　日本
生命証券管理部内

613 2.98

三井住友信託銀行株式会社 東京都千代田区丸の内１－４－１ 600 2.91

小　林　　薫 大阪府豊中市 450 2.19

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社(信託口)

東京都中央区晴海１－８－11 424 2.06

木　村　　孝　吉 兵庫県芦屋市 390 1.89

キムラ従業員持株会 兵庫県尼崎市杭瀬寺島２－１－２ 365 1.77

計 ― 6,010 29.17

(注)　当第２四半期会計期間末現在における、三井住友信託銀行株式会社の信託業務に係る株式数については、当社として把握

することができません。
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(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成24年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式 19,600

― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 20,575,800 205,758 ―

単元未満株式 普通株式 4,600 ― １単元( 100株)未満の株式

発行済株式総数  20,600,000― ―

総株主の議決権 ― 205,758 ―

(注)　「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、株式会社証券保管振替機構名義の株式が13,000株(議決権 130個)含ま

れております。

 

② 【自己株式等】

平成24年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式総数
に対する所有
株式数の割合(％)

(自己保有株式)
木村化工機株式会社

兵庫県尼崎市杭瀬寺島
２－１－２

19,600 ― 19,600 0.10

計 ― 19,600 ― 19,600 0.10

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

１　四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣

府令第64号)に基づいて作成しております。

 

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の2第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間(平成24年７月１日から平

成24年９月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成24年４月１日から平成24年９月30日まで)に係る四半期

連結財務諸表について、大阪監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成24年９月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 1,964 2,490

受取手形及び売掛金 ※１
 7,621

※１
 7,368

仕掛品 1,364 1,403

原材料及び貯蔵品 20 19

繰延税金資産 184 184

その他 909 964

貸倒引当金 △6 △6

流動資産合計 12,058 12,424

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 1,347 1,316

機械装置及び運搬具（純額） 53 47

工具、器具及び備品（純額） 38 36

土地 3,674 3,675

リース資産（純額） 48 38

有形固定資産合計 5,162 5,113

無形固定資産 146 118

投資その他の資産

投資有価証券 549 469

繰延税金資産 519 543

その他 63 51

貸倒引当金 △8 △8

投資その他の資産合計 1,123 1,055

固定資産合計 6,432 6,287

資産合計 18,490 18,712
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（単位：百万円）

前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成24年９月30日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 ※１
 6,027

※１
 5,925

短期借入金 1,084 1,124

リース債務 65 66

未払法人税等 362 199

前受金 657 1,059

賞与引当金 287 324

役員賞与引当金 20 －

工事損失引当金 5 －

完成工事補償引当金 44 42

その他 365 363

流動負債合計 8,920 9,104

固定負債

長期借入金 441 399

リース債務 74 38

退職給付引当金 1,208 1,226

役員退職慰労引当金 126 129

資産除去債務 58 58

再評価に係る繰延税金負債 1,132 1,132

固定負債合計 3,042 2,985

負債合計 11,962 12,090

純資産の部

株主資本

資本金 1,030 1,030

資本剰余金 103 103

利益剰余金 3,363 3,504

自己株式 △5 △5

株主資本合計 4,490 4,631

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 △10 △58

繰延ヘッジ損益 0 1

土地再評価差額金 2,047 2,047

その他の包括利益累計額合計 2,037 1,989

純資産合計 6,528 6,621

負債純資産合計 18,490 18,712
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(2)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
【四半期連結損益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間
(自 平成23年４月１日
 至 平成23年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成24年４月１日
 至 平成24年９月30日)

売上高 ※１
 6,456

※１
 9,056

売上原価 5,507 7,692

売上総利益 948 1,364

販売費及び一般管理費 ※２
 845

※２
 918

営業利益 102 446

営業外収益

受取利息 0 0

受取配当金 15 12

受取賃貸料 5 5

その他 21 6

営業外収益合計 42 24

営業外費用

支払利息 10 8

手形売却損 0 －

支払手数料 5 5

その他 5 6

営業外費用合計 20 19

経常利益 124 450

特別利益

役員退職慰労引当金戻入額 － 2

特別利益合計 － 2

特別損失

投資有価証券評価損 － 9

ゴルフ会員権評価損 6 7

貸倒引当金繰入額 2 －

特別損失合計 8 16

税金等調整前四半期純利益 115 436

法人税等 75 192

少数株主損益調整前四半期純利益 40 243

四半期純利益 40 243
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【四半期連結包括利益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間
(自 平成23年４月１日
 至 平成23年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成24年４月１日
 至 平成24年９月30日)

少数株主損益調整前四半期純利益 40 243

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △39 △48

繰延ヘッジ損益 △2 0

その他の包括利益合計 △42 △47

四半期包括利益 △1 196

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 △1 196
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間
(自 平成23年４月１日
 至 平成23年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成24年４月１日
 至 平成24年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 115 436

減価償却費 117 99

貸倒引当金の増減額（△は減少） △100 △0

賞与引当金の増減額（△は減少） △1 36

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △15 △20

工事損失引当金の増減額（△は減少） 30 △5

完成工事補償引当金の増減額（△は減少） △1 △2

退職給付引当金の増減額（△は減少） 78 17

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 3 2

受取利息及び受取配当金 △15 △12

支払利息 10 8

為替差損益（△は益） 3 3

固定資産除却損 0 0

投資有価証券評価損益（△は益） － 9

ゴルフ会員権評価損 6 7

売上債権の増減額（△は増加） 2,311 252

たな卸資産の増減額（△は増加） △657 △37

その他の資産の増減額（△は増加） △418 △55

仕入債務の増減額（△は減少） △136 △103

前受金の増減額（△は減少） 323 402

その他の負債の増減額（△は減少） 13 6

小計 1,668 1,044

利息及び配当金の受取額 15 12

利息の支払額 △9 △8

法人税等の支払額又は還付額（△は支払） 302 △355

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,977 693

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △50 △25

無形固定資産の取得による支出 △0 △4

投資有価証券の取得による支出 △0 △0

貸付金の回収による収入 0 7

定期預金の預入による支出 － △50

その他の支出 △12 △1

投資活動によるキャッシュ・フロー △64 △75
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（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間
(自 平成23年４月１日
 至 平成23年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成24年４月１日
 至 平成24年９月30日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △570 －

長期借入金の返済による支出 △191 △201

長期借入れによる収入 － 200

リース債務の返済による支出 △35 △34

配当金の支払額 △102 △102

財務活動によるキャッシュ・フロー △899 △138

現金及び現金同等物に係る換算差額 △3 △3

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 1,010 476

現金及び現金同等物の期首残高 942 1,964

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※１
 1,953

※１
 2,440
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【連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更】

該当事項はありません。

 

 

 

 

【会計方針の変更等】

当第２四半期連結累計期間
(自　平成24年４月１日　至　平成24年９月30日)

（会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更）
　当社及び国内連結子会社は、法人税法の改正に伴い、第１四半期連結会計期間より、平成24年４月１日以後に取得
した有形固定資産については、改正後の法人税法に基づく減価償却の方法に変更しております。
　これにより、従来の方法に比べて、当第２四半期連結累計期間の営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利
益はそれぞれ 0百万円増加しております。

 

 

 

 

 

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

 
当第２四半期連結累計期間

(自　平成24年４月１日　至　平成24年９月30日)
税金費用の計算 　当連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積

り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算する方法を採用しております。
 

 

 

 

 

【追加情報】

該当事項はありません。
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【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

※１　四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理

　　　四半期連結会計期間末日の満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理しております。なお、当

四半期連結会計期間の末日が金融機関の休日であったため、次の四半期連結会計期間末日満期手形が期末残高

に含まれております。

 
前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成24年９月30日)

受取手形 60百万円 66百万円

支払手形 948百万円 859百万円

 

 

 

(四半期連結損益計算書関係)

※１　売上高の季節的変動

前第２四半期連結累計期間(自　平成23年４月１日　至　平成23年９月30日)及び当第２四半期連結累計期間(自　平成

24年４月１日　至　平成24年９月30日)

　当社グループの売上高は、通常の営業形態として、年度末に完成する工事の割合が大きいため、各四半期の売上高及

び営業費用に著しい相違があり、四半期毎の業績に季節的変動があります。

 

※２　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、次のとおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
(自　平成23年４月１日
至　平成23年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成24年４月１日
至　平成24年９月30日)

給料 　　　　　　　　　　 276百万円 　　　　　　　　　　 252百万円

賞与引当金繰入額 　　　　　　　　　　　96百万円 　　　　　　　　　　 103百万円

退職給付費用 　　　　　　　　　　　38百万円 　　　　　　　　　　　39百万円

役員退職慰労引当金繰入額 　　　　　　　　　　　10百万円 　　　　　　　　　　　12百万円

貸倒引当金繰入額 　　　　　　　　　　△62百万円 　　　　　　　　　　 △0百万円

 

 

 

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次のと

おりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
(自　平成23年４月１日
至　平成23年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成24年４月１日
至　平成24年９月30日)

現金及び預金 　　　　　　　　　　 1,953百万円 　　　　　　　　　　 2,490百万円

預入期間が３ヶ月を超える
定期預金

　　　　　　　　　　　―　百万円 　　　　　　　　　　　△50百万円

現金及び現金同等物 　　　　　　　　　　 1,953百万円 　　　　　　　　　　 2,440百万円
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(株主資本等関係)

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間(自　平成23年４月１日　至　平成23年９月30日)

　１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の
総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成23年５月27日
取締役会

普通株式 102 5.00
平成23年
３月31日

平成23年
６月７日

利益剰余金

 

　２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間の末

日後となるもの

　　　　該当事項はありません。

 

 

Ⅱ　当第２四半期連結累計期間(自　平成24年４月１日　至　平成24年９月30日)

　１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の
総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成24年５月15日
取締役会

普通株式 102 5.00
平成24年
３月31日

平成24年
６月６日

利益剰余金

 

　２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間の末

日後となるもの

　　　該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間(自　平成23年４月１日　至　平成23年９月30日)

・報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

(単位：百万円)

 

報告セグメント

その他 合計
調整額
(注)１

四半期
連結損益
計算書
計上額
(注)２

エンジニア

リング事業
化工機事業

エネルギー
・環境事業

計

売上高         

　外部顧客への売上高 2,478 2,662 1,316 6,456 ― 6,456 ― 6,456
　セグメント間の内部
　売上高又は振替高

124 226 ― 351 ― 351 △351 ―

計 2,603 2,888 1,316 6,808 ― 6,808△351 6,456

セグメント利益又は
セグメント損失(△)

△61 108 56 102 ― 102 ― 102

(注) １　調整額は以下の通りであります。

　・売上高の調整額は、セグメント間の内部売上高消去額であります。

２　セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と一致しております。

 

 

 

 

Ⅱ　当第２四半期連結累計期間(自　平成24年４月１日　至　平成24年９月30日)

・報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

(単位：百万円)

 

報告セグメント

その他 合計
調整額
(注)１

四半期
連結損益
計算書
計上額
(注)２

エンジニア

リング事業
化工機事業

エネルギー
・環境事業

計

売上高         

　外部顧客への売上高 4,365 2,705 1,985 9,056 ― 9,056 ― 9,056
　セグメント間の内部
　売上高又は振替高

13 1,012 ― 1,025 ― 1,025△1,025 ―

計 4,379 3,717 1,98510,082 ― 10,082△1,0259,056

セグメント利益 72 335 38 446 ― 446 ― 446

(注) １　調整額は以下の通りであります。

　・売上高の調整額は、セグメント間の内部売上高消去額であります。

２　セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と一致しております。
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(１株当たり情報)

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 

項目
前第２四半期連結累計期間
(自　平成23年４月１日
至　平成23年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成24年４月１日
至　平成24年９月30日)

１株当たり四半期純利益金額　　　　　　　　　(円) 1.97 11.85

(算定上の基礎)   

四半期純利益金額　　　　　　　　　　　　(百万円) 40 243

普通株主に帰属しない金額　　　　　　　　(百万円) ― ―

普通株式に係る四半期純利益金額　　　　　(百万円) 40 243

普通株式の期中平均株式数　　　　　　　　　(千株) 20,580 20,580

(注)　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため、記載しておりません。
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(重要な後発事象)

該当事項はありません。

 

 

 

 

 

 

２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

 

平成24年11月14日

木村化工機株式会社

取締役会　御中

大　阪　監　査　法　人

 

代表社員
業務執行社員

 公認会計士　　前　　田　　雅　　行　　　印

 

業務執行社員  公認会計士　　富　　田　　雅　　彦　　　印

 
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている木村化工機
株式会社の平成24年４月１日から平成25年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間(平成24年７月
１日から平成24年９月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成24年４月１日から平成24年９月30日まで)に係
る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半
期連結キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。
 
四半期連結財務諸表に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期
連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結
財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
 
監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対
する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準
に準拠して四半期レビューを行った。
四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される
質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥
当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続である。
当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。
 
監査人の結論
当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と
認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、木村化工機株式会社及び連結子会社の平成24年９月30日現
在の財政状態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適
正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。
 
利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

※１　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告書提出会

社）が別途保管しております。

　２　四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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